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16. 直接経済被害予測 

建物被害、ライフライン被害、交通被害の被害額を予測する。  
 

16.1 予測方法 

16.1.1 建物被害による被害額 

建物被害に関しては、建物躯体（=復旧費 )、家財、償却資産、在庫資産について算

定する。  
 
○建物躯体  
 次式により推定する。１棟あたりの平均床面積は資産課税データにより市町村別に

設定し、1m2 あたり復旧単価については、表 16.1.1-1 に示した値を用いた。  
 

被害額＝（全壊棟数×0.75＋半壊棟数×0.35+焼失棟数×1.00）  
     ×1 棟当たり平均床面積×1m2 あたり復旧単価  

 
表 16.1.1-1 1m2 あたり復旧単価 

 木造住宅  非木造建物  
工事費単価  152,452 円／m2 135,211 円／m2 

解体・撤去・整地  18,485 円／m2 24,242 円／m2 

合計  170,937 円／m2 159,453 円／m2 
注：工事費単価は「建築統計年報 平成 23 年度版」による群馬県の統計値より設

定した。  
 ：解体・撤去・整地費用は首都圏の平均的な単価（木造：61,000 円／坪、非木

造：80,000 円／坪）（千葉県 ,2008）を使用する。  
  

 
○家財  

家財については、被災世帯数をもとに以下の方法で算定する。  
なお、1 世帯あたり所有家財購入額については、群馬県の平均年齢が約 45 歳程度で

あることから、表 16.1.1-2 に示す家財評価表において「45 歳前後」の値をもとに、平

成 22 年国勢調査における群馬県の世帯人員別世帯数の重みで推計した。  
 

被災世帯数＝全壊世帯数×0.75＋半壊世帯数×0.35+焼失世帯数×1.00 
被害額＝被災世帯数×1 世帯あたり所有家財購入額（=1218.79 万円）  

 
表 16.1.1-2 家財評価表（単位：万円）（千葉県,2008） 

 
 

  

 ２名

夫婦 夫婦のみ 夫婦 夫婦 夫婦 夫婦 夫婦 夫婦 夫婦 夫婦 夫婦
１８歳未満 小人１ - 小人２ 小人１ - 小人３ 小人２ 小人１ -
１８歳以上 - 大人１ - 大人１ 大人２ - 大人１ 大人２ 大人３
２５歳前後 520 610 660 700 750 800 790 840 890 940
３０歳前後 720 810 860 900 950 1000 990 1040 1090 1140
３５歳前後 1020 1110 1160 1200 1250 1300 1290 1340 1390 1440

４０歳前後 1250 1340 1390 1430 1480 1530 1520 1570 1620 1670
４５歳前後 1420 1520 1530 1600 1650 1700 1690 1740 1790 1840
５０歳前後 1500 1590 1640 1680 1730 1780 1770 1820 1870 1920

内訳 独身世帯

世帯主の
年齢

300

家族構成 ３名 ４名 ５名
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○償却資産及び在庫資産  
償却資産及び在庫資産の被害額については、被災従業者数をもとに次式により算定

する。なお、従業者 1 人当たり償却資産評価額及び在庫資産評価は、表 16.1-2 に示す

業種別の従業者 1 人当たり資産価値評価額及び在庫資産評価額と表 16.1-3 に示す群馬

県内の業種別従業者数の重みから平均的な値（償却資産評価額：3,930 千円 , 在庫資産

評価額：2,526 千円）を設定した。  
 

 
償却資産・在庫資産の被害額＝被災従業者数×従業者 1 人当たり償却資産評価額及び

在庫資産評価  
  ここで、  
   被災従業者数＝全壊建物の従業者数×0.75+半壊建物の従業者数×0.35＋焼失建物

の従業者数×1.00 
 
表 16.1-2 従業者 1 人当たり業種別資産価値評価額及び在庫資産評価額（千葉県,2008） 

業種 
償却資産 

（千円） 

在庫資産 

（千円） 

建設  1,390  4,169 

製造  4,350  5,071 

運輸通信  7,627    658 

卸小売  2,176  2,727 

金融保険  3,667    465 

不動産 19,893 12,093 

サービス  3,667    465 

 
表 16.1-3 群馬県内の業種別従業者数（平成 21 年度経済センサス基礎調査） 

業種 従業者数 

建設  69,757 

製造 229,089 

運輸・通信  64,180 

卸売・小売 191,206 

金融保険  21,528 

不動産  17,502 

サービス 358,682 

合計 951,944 
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16.1.2 ライフライン被害による被害額 

ライフラインの被害額の算定にあたっては、阪神淡路大震災の被害量と復旧費用に

関する事例のうち公表されているものについては、これを参考として算定する。  
また、公表されていないものについては、中央防災会議 (2004)の手法に基づき算定す

る。  
 

○電力被害による被害額  
電力については、停電戸数及び被害電柱に関する被害想定結果から阪神淡路大震災

の事例をもとに算定する。  
なお、配電設備に関しては、電柱 1 本当たりの工事費単価（300,000 円／本）を使用

し、その他の配電設備の被害額に関しては、阪神淡路大震災の停電戸数あたり配電設

備被害額から電柱工事費を差し引いた額とする。  
その他の電力設備に関しては、阪神淡路大震災の停電戸数あたりの被害額を原単位

として算定する。  
 

表 16.1.2-1 電力設備の被害額算定に使用する原単位 

内容 原単位 単位 

電柱 30.00 万円／本 

その他配電設備  3.56 万円／停電 1 戸 

その他電力設備  5.00 万円／停電 1 戸 

注：阪神淡路大震災の事例より算定  

 
○ガス被害による被害額  

都市ガス及びＬＰガスに関しては、ガス供給停止戸数に関する想定数をもとに、阪

神淡路大震災の停電戸数当たり復旧額（22 万円／停電 1 戸当たり）を原単位として算

定する。  
 

○上水道被害による被害額  
上水道についても断水世帯数に関する想定数をもとに、阪神淡路大震災の断水戸数

当たり復旧額（4.3 万円／断水 1 戸当たり）を原単位として算定する。  
 

○下水道による被害額  
下水道に関しては、下水道管の被害総延長に関する想定をもとに、新潟県中越沖地

震における下水道管復旧額（5.7 億円／km 当たり）を原単位として算定する。  
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16.1.3 交通被害による被害額 

○道路  
道路については、緊急輸送道路ネットワークを利用した到達圏予測のためにもとめ

た橋梁被害の想定結果をもとに、鶴田・日下部 (2006)で示されている単価を用いて算定

する（表 16.1.2-2 参照）。橋梁以外の道路被害については、今回の調査で被害量が算

出されていないので含まれていない。  
 

 

表 16.1.2-2 橋梁の復旧費用 

被災度 
復旧 

（千円／1000m2）

耐震補強 

（千円／橋脚） 
摘要 

Ａ 190,700 － 撤去、再構築 

Ｂ   2,500 25,000 補修、橋脚補強 

Ｃ － － 補修不要 

※ 3 径間連続の高架橋 (3×50m=150ｍ、幅員 10.7m、片側 2 車線 )の場合  
 

資料：鶴田舞・日下部毅明 (2006)：実用的な道路防災  
   事業効果評価手法の開発 ,  土木技術資料第 48-12. 

 
○鉄道  

鉄道の被害額の算定にあたっては、鉄道橋脚に関する被害想定をもとに、新幹線は

阪神淡路大震災における新幹線の橋脚の 1 箇所当たり復旧額（48.8 億円／1 橋脚）を、

在来線は新幹線の橋脚の復旧額から 24.4 億円／1 橋脚として算定する。  
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16.2 予測結果 

 直接経済被害額の予測結果として、３つの想定地震ごとに群馬県全体の項目別被害

額の一覧を表 16.2-1 に示す。以下には、想定地震ごとに経済被害額の概況を示す。  
 
①  関東平野北西縁断層帯主部による地震の場合  
 全県の直接経済被害額は約 2.9～3.2 兆円で、そのうち建物被害によるものが約 2.7
～3.0 兆円、ライフライン被害によるものが約 1,700 億円、交通被害によるものが約 550
億円である。直接被害額の中では建物被害によるものが大きな割合を占める。前提条

件の中では、大規模な延焼火災が発生するため、冬 18 時の被害額が最も大きい。  
 
②  太田断層による地震の場合  
 全県の直接経済被害額は約 1.2～1.3 兆円で、そのうち建物被害によるものが約 1.1
～1.2 兆円、ライフライン被害によるものが約 735～740 億円、交通被害によるものが

約 95 億円である。直接被害額の中では建物被害によるものが大きな割合を占める。前

提条件の中では、大規模な延焼火災が発生するため、冬 18 時の被害額が最も大きい。 
 
③  片品川左岸断層による地震の場合  
 全県の直接経済被害額は約 260 億円で、そのうち建物被害によるものが約 220 億円、

ライフライン被害によるものが約 30 億円、交通被害によるものが約 6 億円である。直

接被害額の中では建物被害によるものが大きな割合を占める。延焼火災が発生しない

ため、前提条件による違いはみられない。  
 

 

 

表 16.2-1 想定地震ごとの群馬県全体の直接経済被害額予測結果一覧（単位：億円） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

※数値については、小数点第 2 位で四捨五入しているため、合計が合わないことがある。  

  

冬５時 夏１２時 冬１８時 冬５時 夏１２時 冬１８時 冬５時 夏１２時 冬１８時

建物躯体 16,419.7 16,430.6 18,178.1 6,605.2 6,719.6 7,189.8 169.4 169.4 169.4

家財 8,025.3 8,031.2 8,997.8 3,382.7 3,450.0 3,736.6 40.6 40.6 40.6

償却資産 1,547.495 1,548.2 1,695.9 646.1 655.6 696.3 7.8 7.8 7.8

在庫資産 994.6 995.0 1,090.0 415.3 421.4 447.5 5.0 5.0 5.0

小計 26,987.1 27,005.0 29,961.8 11,049.3 11,246.7 12,070.2 222.8 222.8 222.8

上水道 207.3 207.3 207.3 93.49 93.49 93.49 0.7 0.7 0.7

下水道 1,228.6 1,228.6 1,228.6 516.4 516.4 516.4 30.1 30.1 30.1

都市ガス 114.0 114.0 114.0 65.2 65.2 65.2 0.0 0.0 0.0

ＬＰガス 10.3 10.3 10.3 5.2 5.2 5.2 0.1 0.1 0.1

電力 132.8 133.0 149.8 54.4 55.4 59.6 0.3 0.3 0.3

小計 1,693.1 1,693.3 1,710.1 734.7 735.7 739.9 31.1 31.1 31.1

道路 288.8 288.8 288.8 31.2 31.2 31.2 6.2 6.2 6.2

鉄道 265.0 265.0 265.0 63.0 63.0 63.0 0.0 0.0 0.0

小計 553.8 553.8 553.8 94.2 94.2 94.2 6.2 6.2 6.2

29,234.0 29,252.1 32,225.8 11,878.2 12,076.5 12,904.3 260.1 260.1 260.1

ライフ
ライン
被害

交通被害

合　計

大項目 小項目
関東平野北西縁断層帯主部 太田断層 片品川左岸断層

建物被害
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